
Ⅰ． 事業評価総括表 　（単位：円）

番号 備考

1

2

3

4 出雲崎町 140,000

17,370,124刈羽村

新潟県 45,126,669 45,126,669

17,200,000

広報・調査等事業

広報・調査等事業 柏崎市 17,776,117

広報・調査等事業

交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額

広報・調査等事業

140,000

17,200,000



Ⅱ． 事業評価個表

番　号

1

－

45,126,669

　総事業費 45,126,669  うち文部科学省分

 うち経済産業省分

 交付金充当額 45,126,669

新潟県

交付金事業の名称

　柏崎刈羽原子力発電所立地・周辺地域の住民の安全確保に関する調査、原子力発電所の安全性に
関して行われる連絡調整及び当該地域の住民をはじめ広く県民に対する原子力発電に関する知識の
普及を目的として、以下の事業を行います。
（1）調査事業：原子力発電所の安全性について議論する技術委員会等会議の開催、
　　　　　　　 国内調査・研修、資料購入等による情報収集整理
（2）広報事業：「原子力だより」「新潟県の原子力発電」等広報誌や新聞広告による広報活動、
　　　　　　　 柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会の運営、
　　　　　　　 住民等を対象とした講座・研修の開催、
　　　　　　　 広報研修施設による展示事業及び施設の管理・運営
（3）連絡調整事業：円滑な原子力行政を行うための市町村等関係機関との連絡調整

広報・調査等事業

　交付金事業の成果指標

　交付金事業実施場所

　交付金事業の概要

新潟県一円

　福島第一原発事故以後、県民から原子力発電や放射線に対する不安の声が高まっていることを踏
まえ、技術委員会等会議の開催により柏崎刈羽原子力発電所の安全対策を確認するとともに、県の
原子力行政の周知・原子力発電や放射線に関する知識の普及啓発により、原子力発電所に対する理
解の促進・不安の解消を図ります。
　また、柏崎刈羽原子力発電所の安全対策の確認及び原子力発電所に対する理解の促進・不安の解
消に資するために国・県・関係機関等との連絡調整を図ります。

　交付金事業者名又は間接交付金事業者名

・技術委員会等会議の開催：10回
・広報誌「原子力だより」の発行：4回・計16万部
・住民等を対象とした講座・研修事業のアンケート結果
　「よくわかった」「（内容が）よかった」など肯定的な回答の割合：90%
・柏崎刈羽原子力発電所の月例状況確認の実施（柏崎市、刈羽村同行）：12回
・「柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会」への出席：12回

　交付金事業の成果目標



（1）調査事業
　技術委員会を５回開催し、柏崎刈羽原子力発電所の安全対策の確認を行いました。技術委員会等
会議の開催回数は、計５回で、成果指標は達成できませんでしたが、柏崎刈羽原子力発電所で発生
した様々な事案について、幅広い分野の委員に確認いただき議論し、令和７年２月に柏崎刈羽原子
力発電所の安全対策の確認の報告書がとりまとまりました。
　今後も、遅滞なく委員会が開催できるよう関係者と密に調整を行い、柏崎刈羽原子力発電所の安
全対策に関する議論を進めたいと考えております。
　なお、公開で行った会議の開催結果については、広報誌「原子力だより」や新聞広告により住民
へ周知しました。
　このほか、国内調査により、原子力発電に係る最新の知見・情報を収集し、県の行政運営に活用
しました。
（2）広報事業
　広報誌「原子力だより」等により、県の原子力行政や柏崎刈羽原子力発電所の最新の状況等につ
いて周知したほか、（公財）柏崎原子力広報センターによる原子力発電に係る展示事業や講座、研
修会等を開催しました。
  柏崎刈羽原子力発電所に係る国の取組に関する説明会を７回開催し、県民へ周知しました。
　
　「原子力だより」については、４回・計161,400部を発行し成果指標を達成しました。講座・研修
事業については、「原子力講座・研修」「放射線教育研修会」「放射線教室」を開催し、アンケー
トでは98.3%の肯定的な回答が得られ、成果指標を達成しました。
（3）連絡調整事業
　国、自治体等の関係機関と適時に連絡調整を行い、原子力行政を円滑に行うことができました。

評価指標を達成できなかった項目が一点ありましたが、総じて交付金の充当が成果目標の達成に寄
与したと評価します。

　交付金事業の成果及び評価



[調査事業]委員会-委員等謝金・旅費 － 技術委員会委員ほか

[調査事業]委員会-会場借用料等雑費 随意契約（少額） 新潟県市町村総合事務組合ほか

[調査業務]委員会-雑費 － 新潟県職員生活協同組合ほか

[調査事業]国内調査-雑費 随意契約（少額） （株）村安

[調査事業]研修-旅費 － 県職員

[調査事業]研修-雑費 － （株）ＢＷＲ運転訓練センターほか

[調査事業]情報収集整理-資料購入費 随意契約（少額） 新潟県職員生活協同組合ほか

[調査事業]情報収集整理-賃金 － 臨時職員等

[調査事業]情報収集整理-負担金 随意契約（少額） 原子力発電関係団体協議会

[広報事業]新聞、雑誌等広報 -広告掲載料 随意契約（特命） （株）新潟日報社

[広報事業]新聞、雑誌等広報 -広告掲載料 随意契約（少額） （株）日本経済社新潟支社ほか

[広報事業]新聞、雑誌等広報 -制作費 随意契約（少額） （株）新潟日報メディアネット

[広報事業]ﾎﾟｽﾀｰ､ﾁﾗｼ､ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等広報-制作費等 随意契約（少額） （株）北越印刷

[広報事業]ﾎﾟｽﾀｰ､ﾁﾗｼ､ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等広報-購入費 随意契約（少額） （一財）日本原子力文化財団

[広報事業]ﾎﾟｽﾀｰ､ﾁﾗｼ､ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等広報-委託費 随意契約（特命） （公財）柏崎原子力広報センター

[広報事業]講習会、セミナー等-委託費 随意契約（特命） （公財）柏崎原子力広報センター

[広報事業]講習会、セミナー等-委託費 随意契約（少額） （株）新宣ほか

[広報事業]展示事業-更新・補修費 随意契約（少額） ヨコセAVシステム（株）ほか

契約の目的

437,000

契約の方法 契約の相手方

167,518

110,028

521,323

620,840

2,724,138

2,253,514

9,045,000

578,600

2,695,000

11,605

契約金額

6,118,200

272,800

2,751,987

　交付金事業の契約の概要

384,400

961,497

12,542,784

100,000



[連絡調整事業]旅費 － 県職員

[連絡調整事業]通信費 随意契約（少額） 東日本電信電話（株）ほか

[連絡調整事業]資料制作費 随意契約（少額） （株）田村商店新潟支社ほか

[連絡調整事業]事務用品 随意契約（少額） （株）ヒウラほか

[連絡調整事業]ガソリン代 随意契約（少額） 新潟県石油業協同組合ほか

[連絡調整事業]高速道路使用料 随意契約（少額） 東日本高速道路（株）

[連絡調整事業]雑費 随意契約（少額） 日本放送協会ほか

201,450

182,711

187,594

950,610

516,957

782,101

無

　成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

9,012


